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１ 現行計画(第3次改定)の振り返り（総括） 

現行計画(第 3次改定)は、前期・中期・後期の 3つのフェーズで進めました。 

フェーズ 振り返り 

前期3か年 

 前期期間(H27～29年度)は、地域福祉コーディネーター等の配置、地域福

祉課題に対応する「互助」のしくみに向けたモデル地区（弥生）の立ち上

げ準備等、概ね計画通りに進めました。 

中期3か年 

 中期期間(H30～R2年度)は、コーディネーターの体制整備（社協正規職員

化）やキックオフイベント（弥生地区秋まつり）を開催し、前期からのス

テップアップを図りました。 

 その矢先、世界的な新型コロナウイルス感染症拡大（パンデミック）によ

り、多くの地域福祉活動や事業が休止・延期を余儀なくされました。 

 令和2年初頭から数年続くコロナ禍は、経済活動の停滞に伴う生活困窮世

帯の増加、外出自粛から孤立やひきこもりにつながるなど様々な生活課

題を顕在化させました。 

 一方で、ひきこもり家族会準備会やフードパントリーが立ち上り、住民同

士の新たな互助の取組が始まるきっかけになりました。 

後期4か年 

 後期期間(R3～6年度)は、コロナ禍の中で少しずつ事業を再開し、「住みよ

いまち弥生」の誕生、成年後見制度の体制強化、フードドライブへの支援

開始等を行いました。 

 令和6年度現在は、令和5年の新型コロナウイルス感染症の5類移行を機

に、関連事業の推進と再構築に取り組んでいるところです。 

 

（国の動き） 

 国では、少子高齢化や人口減少､地域のつながりの希薄化等の社会情勢を踏まえ､国民の

安心した生活を支える新しいビジョンとして、｢地域共生社会｣の実現を掲げました。 

 近年、｢地域共生社会｣の実現を目指し、社会福祉法の改正をはじめ、生活困窮者自立支

援、子どもの貧困対策、孤独･孤立対策、困難な問題を抱える女性への支援、性的指向や

ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解増進（ＬＧＢＴ法）、こども基

本法等、数多くの法律が施行されています。 

 

（次期計画策定の視点） 

 多様化・複合化する福祉課題の発見や解決に地域住民とともに取り組む地域づくりを進

めるため、様々な法律施行への対応や国の事業創設の活用を踏まえ、既存事業の充実や

見直しを行い、次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みを検討する必要がありま

す。 
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（参考）次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みを検討する上で、念頭に置きたい、

予想される社会の主な動き 

ア 高齢者の増加に伴うフレイル予防1、孤立状態からの社会参加や職業的自立の支援、地域

生活を希望する障害者やひとり暮らし高齢者の増加に伴う住まいの確保や生活支援、高

齢の介護者や本人が意識をしていないヤングケアラーを含むケアラーの支援等、求めら

れる福祉ニーズはさらに複雑化・複合化し、かつ、増加する。 

イ 外国人の増加、ジェンダーアイデンティティ2や価値観の多様化が進み、様々な背景を持

つ一人一人の個性を尊重し、それぞれの違いを認め合う社会の形成が求められる。 

ウ 後期高齢者の増加、障害者本人や家族の高齢化に伴い、本人の権利擁護の取組や成年後

見を必要とするケースが増える。 

エ 人生100年時代を迎え、年齢に関係なく、地域や社会のために活動する意欲のある人が活

躍できる機会が求められる。また、地域共生社会の実現の観点からも、子ども、若者、高

齢者、障害者、外国人等が活躍の場を地域で広げることが期待される。 

オ 地域には社会的に孤立する人や支援を利用しない人もいる。しかし、誰かが見守り続け、

つながる機会を逃さない仕組みが求められる。 

カ 災害時に備えて、日頃から顔の見える関係づくり、住民主体の避難所運営、避難生活に

必要な配慮等、身近な地域だからこそできる災害対策が求められる。 

キ 重層的支援体制整備事業の制度を踏まえ、従来の取組を活かしつつ、相談支援、参加支

援、地域づくりに向けた支援の各取組を一体的に推進していく方法を検討していく必要

がある。 

ク コロナ禍の「効果」として急速に普及したデジタルの力を、様々な分野で効果的に活用

していくことが期待される｡ 

ケ 団体自身が自ら活動資金を調達し、社会貢献を行う団体も増えている。そうした団体と

自治会や行政がゆるやかにつながる関係づくりが期待される。 

 

  

                            
1フレイルとは、「加齢により心身が老い衰えた状態」のこと。高齢者のフレイルは、生活の質を

落とし、様々な合併症も引き起こす危険がある。一方、フレイルは、早く介入して対策を行うこ

とで、元の健常な状態に戻る可能性がある。（出典：公益財団法人長寿科学振興財団「健康長寿

ネット」） 
2 ＬＧＢＴ理解増進法においては、「ジェンダーアイデンティティとは、自己の属する性別につい

ての認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識」と定義されている。 
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２ 各事業の進捗状況、これからの課題 

＜基礎情報＞現行計画（第 3次改定）の施策体系 

章 節 項目 

第 4 章 新たな支え合いをめ

ざす 

 ⇒ 地域のコーディネート 

第 1節 ネットワークをつなぐコーデ

ィネートのしくみづくり 

1 地域福祉コーディネーター

（仮称）の育成 

第 2 節 地域資源の発見と新たな支

え合いの役割を担う地域へ 
 

第 5 章 地域の福祉課題に対

応する 

 ⇒「自助」、地域での「互助」

のしくみの充実 

第 1節 「支援付き地域」づくり  

第 6 章 地域福祉を推進する

公助の役割 

⇒  公的対応、個別支援、地

域・団体支援の充実 

第1節 利用者本位（一体的で利用し

やすい）のサービス提供体制の整

備 

1 相談窓口、コーディネート

機能の強化 

2 権利擁護体制、サービスの

質の確保 

第 2節 利用者への情報提供の充実  

第 3節 在宅療養の推進 

 ～在宅で医療を必要とする方の生

活を支えるために～ 

 

（第 4節 生活自立支援施策の充実）

※概念図のみ掲載 

1 自立相談支援事業 

2 連携に基づく事業推進の

視点 

3 人的支援体制の整備 

4 生活困窮者支援の流れ 

第 5 節 災害時要援護者対策（東久

留米市災害時要援護者避難支援

計画）の推進 

 

第 6節 参加と交流の促進 
1 社会参加の促進 

2 交流の促進 

第 7節 福祉のまちづくりの推進  

 



4 

現行計画の振り返り／第 4章 新たな支え合いをめざす 

第 1節 ネットワークをつなぐコーディネートのしくみづくり 

■1 地域福祉コーディネーター（仮称）の育成 

■主な取組と成果、これからの課題 

 平成 27年 9月に市西部地域に地域福祉コーディネーターを配置（市社会福祉協議会委

託）し、行政やＮＰＯと地域福祉コーディネーターの連携はできた。 

 地域福祉コーディネーターと生活困窮相談支援員が協力して個別支援に取り組む体制

ができた。 

 地域福祉コーディネーターの活動指標を作り、地域福祉コーディネーターを支援する

体制を作ることを目指したが、活動指標を数値化することは難しく、活動件数を見え

る指標とした。その他、行動分類や連絡連携先を表とグラフで見える化した。 

 モデル地域（試行事業）として弥生地区に「住みよいまち弥生」の組織を作り、住民の

自主組織として運営できるようになった。 

 地域福祉コーディネーターの活動を西部地域以外に広げるよう検討したが、コロナ禍

による活動制限及び検証の困難さ等により、試行実施の位置づけのままとなっている。 

 ひきこもり相談を中心に個別支援は西部地域以外も対応した。 

▲課題 

 市や地域福祉コーディネーターは、地域福祉コーディネーターの認知度を上げるとと

もに、住民同士の共助の取り組みの意識づけが必要となる。 

 住民と協働して個別支援ができるような仕組みはまだできていない。 

 モデル地域に住民同士支え合いの組織を作り、住民主体の組織になるまで 5 年の年月

がかかった。地域福祉コーディネーターは、今後、市全体に広げていくために人員を

増やす必要がある。 

 複数地域に配置するには、地域福祉コーディネーターの人員確保、活動拠点、財源等

が課題となる。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

ネットワークをつなぐコーディネートのしくみづくりについて。 

 地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して様々な活動を行うことが努力義

務とされる中、弥生地区のような取組が他地域に広がると、こうした活動の一助にな

る。 

 

 

 

 

各会議からの意見を整理する 
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（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 



6 

第 2節 地域資源の発見と新たな支え合いの役割を担う地域へ 

■主な取組と成果、これからの課題 

 地域活動団体と協力した事業推進に向け、地域福祉コーディネーターが中心となり、

令和 2 年度から、ひきこもり家族会準備会を立ち上げ、令和 5 年度から、当事者と支

援団体主体の家族会となった。 

 コロナ禍で地域資源の発掘や各活動団体との連携が取れなかったが、できることから

始めることとし、ひきこもり家族会の立ち上げと、フードパントリーの支援を行って

いる。 

 弥生地区の地域づくりの取組は東京都社会福祉協議会の取材を受け、「チームで取り

組む地域共生社会づくり」という小冊子となった。 

 個別のモデル活動支援の検証を行い、活動の効果や課題克服のポイントなどを整理

し、他地域での活動に広げていくため、市は平成 30年 2月に前期（平成 27～29年度）

の地域福祉コーディネーターの検証を行った。 

▲課題 

 地域福祉コーディネーターと地域活動団体との連携が必要である。 

 中期（平成 30年度）以降は、コロナ禍により活動できなかった期間も多くあったこと

から、地域福祉コーディネーターの検証が活動指標の確認に留まった。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

地域資源の発見、新たな支え合いの役割を担う地域について。 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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現行計画の振り返り／ 第 5章 地域の福祉課題に対応する 

第 1節 「支援付き地域」づくり 

■主な取組と成果、これからの課題 

 地域福祉コーディネーターは地域づくり活動を通して、地域（住民や団体）で担うこ

と、行政や専門機関等の公的な対応で担うことを「しくみ」として定着を図っている。 

 モデル地区（弥生地区）では住民が対応できる仕組みが整いつつある。 

▲課題 

 モデル地区では地域福祉コーディネーターが主体となり、地域づくりを進めていった

が、今後、住民主体となり、地域づくりを進めていく意識の醸成が必要。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

「支援付き地域」づくりについて。 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

「支援付き」の地域づくり  ※現行計画 P44記載 

地域包括ケアシステムは、支援を必要とする対象者が、施設という特定の「点」の中で生活に

必要なあらゆる支援を受けるという発想から転換し、地域の社会資源を十分に活用し、日常生活

圏という「面」の中で支援を届けていくものである。今後は、ニーズに応じたサービスをより効

率的に提供できるよう、地域の中に支援機能をバランスよく配置し、システム化していくことが

重要である。言い換えれば、施設サービスの持つ機能を展開しながら、いわば「支援付きの地域」

の実現を目指すことが、地域包括ケアシステム構築の目的と言っていい。 

ただし、施設の機能を単に地域に置き換えるだけでは不十分である。「支援付き地域」では、施

設のようにサービスの提供者と受け手が明確に分かれた状態ではなく、地域住民は支え手にも支

えられる側にもなりうる。その実現には、住民の主体的な参加が前提となり、行政には、適切な

圏域を設定し、民間とのパートナーシップの中で全体をマネジメントしていくことが求められる。 

（東京都社会福祉審議会第 19期意見具申より抜粋） 

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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現行計画の振り返り／ 第 6章 地域福祉を推進する公助の役割 

第 1節 利用者本位（一体的で利用しやすい）のサービス提供体制の整備 

■1 相談窓口、コーディネート機能の強化 

■主な取組と成果、これからの課題 

 地域福祉コーディネーターによる個別支援は、西部地域だけでなく、市内全域からひ

きこもり等の相談に応じ、専門機関につなげるなどの対応を行っている。 

▲課題 

 コロナ禍で思うように活動できず、活動の検証も困難であったこと等から、地域福祉

コーディネーターの配置拡大ができなかった。 

 複数地域に配置するには、地域福祉コーディネーターの人員確保、活動拠点、財源等

が課題となる。 

■2 権利擁護体制、サービスの質の確保 

■主な取組と成果、これからの課題 

 市は、成年後見制度中核機関運営事業を委託している市社会福祉協議会と連携し、次

のことを行っている。 

○市社会福祉協議会に苦情対応機関を設置。 

○（周知、ＰＲ）市社会福祉協議会により、成年後見制度の周知として、専門職を講

師とした市民向け説明会を開催。 

○（利用促進）市と市社会福祉協議会等が連携し、支援が必要な人に対する市長申立

や親族申立の支援。 

○（市民後見人の養成等）市社会福祉協議会は、隔年で市民後見人の養成を実施。市

民後見人が受任した場合は成年後見監督人となっている。 

〇相談件数の増加に伴い、市社会福祉協議会において体制の強化を図った。 

▲課題 

 今後も需要は増えていくと考えられる中、新たな体制の整備が必要となってくる可能

性がある。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

サービス提供体制の整備について。 

 

 

 

 

各会議からの意見を整理する 
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（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 2節 利用者への情報提供の充実 

■主な取組と成果、これからの課題 

 市は、ホームページ等によるインターネットで福祉情報の提供を行っている。 

 地区センターの指定管理者である市社会福祉協議会が高齢者向けのスマホ教室を開催

するなど、デジタルデバイド対策を実施している。 

▲課題 

 インターネット等情報ツールの活用・普及を検討していく。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

（利用者への）情報提供について。 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 3節 在宅療養の推進 在宅で医療を必要とする方の生活を支えるために～ 

■主な取組と成果 、これからの課題 

 障害者の日常生活を補助し、費用を軽減する目的で、たん吸引器やストマ用装具等の

購入及び修理費を支給しており、障害者手帳取得時等の制度説明を充実させた。 

 市は東久留米市在宅医療・介護連携推進協議会を設置し、次の取組を行っている。 

〇地域の医療・介護の資源の把握 

〇在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

〇医療・介護関係者の研修 

〇地域住民への普及啓発 

 同協議会は年 3 回開催し、「医療・介護関係者の情報共有（ＩＣＴ等）」と「切れ目

のない在宅医療と介護の提供体制の構築」の専門部会、多職種研修の開催により、介

護・医療関係者の連携を図っている。 

 市は、東久留米市在宅療養相談窓口を設置 (東久留米市白十字訪問看護ステーション

へ委託)し、市民及び関係者の相談に応じる体制の充実を図った。 

 東久留米市在宅療養ガイドブック作成配布（市公式サイト掲載）、在宅療養シンポジ

ウムの実施（毎年開催）など、啓発活動を実施している。 

▲課題 

 （記載なし） 

  

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

在宅で医療を必要とする方の生活を支える体制について。 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

  

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 4節 生活自立支援施策の充実 

■1 自立相談支援事業 

■主な取組と成果、これからの課題 

 生活困窮者の自立を支える地域づくりを目指し、生活困窮者自立支援法施行当初より、

自立相談支援事業及び住居確保給付金事業を主任相談支援員、相談支援員及び就労支

援員を設置して相談者のニーズに対応している。 

 ハローワークを活用した就労支援、就職後の定着支援を行っている。 

 生活困窮者自立支援事業と各相談支援機関と連携し、生活再建を実施している。 

 市で子どもの学習支援事業を実施し、子どもの自立の一助となっている。 

 任意事業のうち未実施である就労準備支援事業や家計相談支援事業等については自立

相談支援事業で補完している。 

▲課題 

 生活困窮者の早期把握や見守りを行う関係機関・関係者のネットワークの構築、包括

的な支援策の検討、生活困窮者の社会参加や就労の場を広げる必要がある。 

■2 連携に基づく事業推進の視点 

■主な取組と成果、これからの課題 

 生活困窮者を多様なルートから早期発見し、相談支援につなげる関係機関同士の連携

を進めた。主な取組は次の通り。 

 生活保護法に基づく面接相談員、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援員との

相談支援検討会を原則月 1回開催し、生活保護相談のケース情報を共有している。 

 地域住民の身近な相談先である民生委員と自立相談支援機関との連携、公共料金等の

滞納解消や多重債務者相談窓口との連携、地域包括支援センターと自立相談支援機関

との連携等を進めた。 

 保健師がメンタルヘルス関連の研修やゲートキーパー養成講座に参加し、相談者への

アセスメント力の向上を図った。 

 令和元年度に各相談窓口による庁内情報共有会議を開催し、コロナ禍初期から庁内で

連携した対応を実施できた。 

 学校教諭、スクールソーシャルワーカー等から自立相談支援機関につながるケースが

あった。令和 6年度設置予定の「こども家庭センター」との連携も進める。 

▲課題 

 コロナ禍で表面化したひきこもりや 8050問題への長期的な支援、不登校、ヤングケ

アラー等のこどもや家族の支援が必要になる。 

 相談者の精神状態や疾患などに応じたつなぎ支援を行うことが課題である。 

 庁内や関係機関との連携やネットワーク化、協力体制の深化を図る必要がある。 

 任意事業の実施について検討が必要である。 
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 相談員に求められるマルチスキルの獲得や向上が必要である。 

■3 人的支援体制の整備 

■主な取組と成果、これからの課題 

 自立相談支援事業・住居確保給付金事業にあたり、計画通り、主任相談支援員、相談

支援員及び就労支援員を配置した。 

 コロナ禍で住居確保給付金が事業拡大されて以降、相談件数が飛躍的に伸び、現在も

相談数が高止まりの状況である。これを機に自立相談支援事業にかかる相談体制を強

化して業務を運営している。 

▲課題 

 生活困窮者が抱えている複雑化、複合化した様々な生活課題に関する相談を包括的に

受け止め、社会的孤独、孤立防止の観点をもち支援を行っていく必要がある。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

生活自立支援施策について。 

 家庭に起因する不登校が増加しており、スクールソーシャルワーカー（SSW）のニーズ

が拡大している。障害や貧困により養育力に課題を抱える保護者支援に向けて、学校

とその他の一層の連携が必要になる。 

 ひきこもりや 8050問題、不登校、ヤングケアラー等のほか、今後の社会情勢から社会

的孤独、孤立的な生活課題等の潜在的なニーズを有する人々からの相談内容に応じて、

多機関の協働による包括的な相談支援体制の中で、適切なつなぎ支援を行っていく。

そのため、国の新しい重層的支援体制整備事業（令和 2 年社会福祉法改正で創設）の

活用も含め、既存の地域資源を活かす視点と、不足している部分を補うことのできる

仕組みを検討する。 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 5節 災害時要援護者対策（東久留米市災害時要援護者避難支援計画）の推進 

■主な取組と成果、これからの課題 

 災害時要援護者及び避難行動要支援者への避難支援体制の整備を図るため、災害時要

援護者登録名簿を随時更新している。令和 5年 11月末時点登録者 815人。 

 避難行動要支援者の避難支援体制の整備に向け、庁内委員会を令和 5年 3月に設置し、

検討を進めている。 

 東久留米市災害時要援護者避難支援計画は、東久留米市避難行動要支援者避難支援計

画に改める予定（令和６年２月予定）である。（次期計画では「避難行動要支援者対策

（東久留米市避難行動要支援者避難支援計画）」となる）。 

▲課題 

 令和６年度からは、上記計画に基づき、避難行動要支援者名簿を平常時からの外部提

供ができるよう避難行動要支援者本人より同意の取得を進める。外部提供に係る同意

が得られた方については、災害時の安否確認や避難支援等を速やかにするため、市と

協定を締結した避難支援等関係者へ平常時から名簿情報を提供する。 

 名簿の提供にあたっては、個人情報の情報漏えいを防止するため、必要事項を定めた

協定書を提供先と取り交わす必要がある。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

災害時要援護者対策について。 

 避難行動要支援者一人ひとりの状況に応じて適切に避難誘導等ができるよう、関係機

関などと連携して個別避難計画の作成を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

  

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 6節 参加と交流の促進 

■1 社会参加の促進 

■主な取組と成果、これからの課題 

 就労の促進に向け、就労支援事業、雇用促進パネル展の実施、市役所における職場体

験受け入れにより、障害者の就労を促進している。 

 障害者地域生活支援センターにおいて、創作・文化活動・フットサル大会等、学習活

動やレクリエーション活動を実施し、障害者の自立支援と地域交流を図っている。 

 生涯学習団体、ＮＰＯ法人、指定管理者等と市民が連携し、それを市が応援していく

体制づくりを進めている。市立生涯学習センターでは、市民が年間を通して生涯学習

活動に利用すると同時に、施設指定管理者によるコンサートなどの自主事業、市教育

委員会による生涯学習事業をＮＰＯ法人東久留米市文化協会と協働で行っている。  

 スポーツを安全・安心に行うことができるよう、各施設の適正な管理運営、指導員や

団体の運営に携わる人材の確保・育成を推進している。市スポーツセンター・ＮＰＯ

法人東久留米市体育協会を通してスポーツ教室事業等を実施している。また、スポー

ツ推進委員とともに障害者スポーツを実施している。 

▲課題 

 感染症の状況を注視しながら、指定管理者と協力した運営により、市の生涯学習の中

核として市民に生涯学習の機会を提供していく必要がある。 

 障害の有無、年齢、性別を問わず、誰もが楽しめるスポーツが実施できる場を提供し

ていく必要がある。 

■2 交流の促進 

■主な取組と成果、これからの課題 

 地域の新たなつながりづくりを進めるため、地域福祉コーディネーターとともに、モ

デル地区（弥生）にある社会福祉法人の施設を借りて秋祭りを開催し、こどもから高

齢者まで交流できる機会を作った。現在は住民の自主組織として秋祭りを開催してい

る。 

▲課題 

 モデル地区は地域福祉コーディネーターが主体となり、新たな組織を立ち上げたが、

今後は、住民が主体となって立ち上げていくような意識の醸成が必要。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

社会参加、交流の促進について。 

 

 

各会議からの意見を整理する 
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（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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第 7節 福祉のまちづくりの推進 

■主な取組と成果 、これからの課題 

 道路について、全ての人が安全で快適に歩行・移動ができるよう、歩車道の分離、歩

道の平坦性や有効幅員の確保等のバリアフリー化に取り組んだ。 

 上の原土地区画整理事業において、公共施設と宅地の一体的な整備の面的実施や、土

地利用の改善を誘導した。 

 建築物、道路、公園等の新設または改修の際に、東京都福祉のまちづくり条例の整備

基準に適合した整備を図るとともに、整備後の現地確認も行った。 

▲課題 

 バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化について引き続き推進する必要がある。 

 

◆次期計画の視点（次の10年を見据えた新たな取組や必要な仕組みはあるか） 

福祉のまちづくりについて。 

 

 

 

 

 

（参考）アンケート等からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各会議からの意見を整理する 

アンケート、ヒアリングから関連意見を記載 
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3 次期計画（第4次改定）で新設する事項 

①再犯防止推進計画 

再犯の防止等の推進に関する法律第 8 条第 1 項では、都道府県及び市町村は、国の再犯防

止推進計画を勘案して、地方再犯防止推進計画を定めるよう努めなければならないとされて

います。 

②成年後見制度利用促進基本計画 

成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条第 1 項では、「市町村の講ずる措置」とし

て、成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるこ

ととされています。 

＜基礎情報＞地域福祉計画の位置付け、盛り込む内容 

社会福祉法第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一

体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

国の市町村地域福祉計画の策定ガイドライン R3.3 

107条 主な内容（抜粋 ※内容は市町村任意） 

一 地域における高齢

者の福祉、障害者の

福祉、児童の福祉そ

の他の福祉に関し、

共通して取り組むべ

き事項 

・様々な課題を抱える者の就労や活躍の

場の確保 

・就労に困難を抱える者への横断的な支

援の在り方 

・制度の狭間の課題への対応の在り方 

・生活困窮者のような各分野横断的に関

係する者に対応できる体制 

・居住に課題を抱える者への横断

的な支援の在り方 

・高齢者、障害者、児童に対する

虐待への統一的な対応、家庭

内で虐待を行った養護者又は

保護者が抱えている課題にも

着目した支援の在り方 

・地域住民等が集う拠点の整備や

既存施設等の活用 

二 地域における福祉

サービスの適切な利

用の推進に関する事

項 

・支援を必要とする者が必要なサービス

を利用することができるための仕組

みの確立 

・利用者の権利擁護 

・避難行動要支援者の把握及び日

常的な見守り・支援の推進方策 

三 地域における社会

福祉を目的とする事

業の健全な発達に関

する事項 

・民間の新規事業の開発やコーディネー

ト機能への支援 

・社会福祉法人による「地域にお

ける公益的な取組」の推進 

四 地域福祉に関する

活動への住民の参加

の促進に関する事項 

・地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ等

の社会福祉活動への支援 

・地域福祉を推進する人材の養成 

五 地域生活課題の解

決に資する支援が包

括的に提供される体

制の整備に関する事

項 

・「住民に身近な圏域」において、住民が

主体的に地域生活課題を把握し解決

を試みることができる環境の整備 

・「住民に身近な圏域」において、地域生

活課題に関する相談を包括的に受け

止める体制の整備 

・多機関の協働による市町村にお

ける包括的な相談支援体制の

構築 

 

今後の計画策定過程

で検討 


